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見　直　し　事　業　一　覧　表

【歳出の削減】

H29年度予算額

50,000

H30年度見直し額

50,000

H29年度予算額

4,871

H30年度見直し額

4,871

H29年度予算額

796

H30年度見直し額

796

H29年度予算額

18,804

H30年度見直し額

5,346

H29年度予算額

8,008

H30年度見直し額

3,819

産業立地・経営支援課

FAX : 026-235-7496

keieishien@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

　創業者が抱える経営等の課題につ

いて、登録された民間の専門家が適

切な助言等を行っています。

　創業者に対する総合的な支援体制

を整備することにより、専門家の派遣

回数を見直し、経費を削減します。

　日本一創業しやすい県を目指し、引

き続き創業者に対する支援を充実し

ます。産業立地・経営支援課

FAX : 026-235-7496

keieishien@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

5

中小企業支援センター事業（地域中小企業育成プロ

ジェクト）

　市町村において、特定健診を通じた

予防・指導が行われていることなどを

踏まえ、本事業は廃止します。

　高血圧予防に限らない総合的な生

活習慣病対策を進めます。

保健・疾病対策課

FAX : 026-235-7170

hoken-shippei@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

4

中小企業支援センター事業（専門家派遣事業）

縮小

3

血圧測定推進事業

廃止

　医師会等の医療関係者や市町村等

と連携し、血圧測定を中心とした、高

血圧症の予防、早期発見、早期治療

を推進しています。

縮小

　キラリと光る技術を持つ中小企業を

地域の中核企業へと育成するため、

専門家からなるプロジェクトチームを

編成し、企業の新事業展開等を集中

的に支援しています。

　外部の専門家のノウハウ活用など

により、センターの専門家を減員し経

費を削減します。

　ものづくり産業振興戦略プランに基

づく事業や国等の事業を活用し、地

域経済をけん引する中核企業の育成

に取り組みます。

　県内各大学における地域課題解決

に資する取組や地域の魅力発信の

端緒を開くことができたため、本事業

は廃止します。

　地域課題の解決に向けて、各大学

の知を活用し、それぞれの特性に応

じた効果的な取組が実施できるよう、

引き続き、大学と地域とをコーディ

ネートすることなどにより支援します。

私学・高等教育課

FAX：026-235-7499

shigaku-koto@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

　他の地方債の活用を助言するな

ど、引き続き、市町村等の財政運営

を支援します。市町村課

FAX : 026-232-2557

shichoson@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

2

大学・地域連携事業補助金

廃止

　県内高等教育の振興を図るため、

県内私立大学等と地域が連携して行

う地域課題解決に資する取組や地域

の魅力発信に係る経費に対し、助成

しています。

見直し内容・理由 今後の方向性

1

市町村振興資金貸付金

廃止

　市町村等が行う公共事業に資する

ため、市町村等に資金の貸付けを

行っています。

　市町村等の借入れニーズが低調に

なったため、平成30年度から貸付事

業を廃止します。

番号 事　　業　　名

予算額及び

見直し額

（千円）

区分

<見直し年度>

事業内容

1



H29年度予算額

35,000

H30年度見直し額

35,000

H29年度予算額

17,362

H30年度見直し額

17,362

H29年度予算額

11,000

H30年度見直し額

11,000

H29年度予算額

2,168

H30年度見直し額

1,108

H29年度予算額

3,554

H30年度見直し額

1,600

H29年度予算額

13,000

H30年度見直し額

8,000

　地域を絞った調査の実施により、効

果的な実施計画の策定や効率的な

捕獲に努めます。森林づくり推進課　鳥獣対策・ジビエ振興室

FAX : 026-235-7279

choju@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

　公開講座の開催や森林学習展示館

における資料の公開展示により、県

民の森林・林業に関する正しい知識

や技術の普及啓発を図り、健全な森

林づくりを推進しています。

　県民要望を踏まえた講座内容とす

るため、外部人材の活用により、林業

総合センターの人員体制を見直し、

経費を削減します。

　県民の要望を踏まえた講座を開催

し、多くの県民に森林や林業の基礎

知識習得を行う機会を提供します。信州の木活用課

FAX : 026-235-7364

ringyo@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

縮小

縮小

9

「信州 山の日」推進事業

縮小

　指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画

の策定や指定管理鳥獣捕獲事業の

適切な効果評価を行うため、全県で

のニホンジカの行動追跡調査や分布

状況調査などを実施しています。

　委託調査対象をニホンジカの捕獲

困難地域等に絞り、経費を削減しま

す。

11

実施計画策定調査委託事業

10

林業総合センター体験学習の森事業

8

新規就農里親支援事業（果樹経営起業準備支援事

業）

廃止

7

農村振興課

FAX : 026-235-7483

noson@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

　「信州 山の日」「信州 山の月間」を

制定し、「山」関連活動への参加を促

す広報や「山」に親しんでもらう取組を

実施しています。

　より効果的な広報を行うため、ＳＮＳ

等を活用することでチラシの印刷部

数を見直し、経費を削減します。

　一層効果的な広報活動を実施し、

信州の山の魅力の向上に取り組みま

す。森林政策課

FAX : 026-234-0330

rinsei@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

　 果樹経営を新たに始めようとする

新規就農希望者に対し、早期の所得

確保と経営安定を図るため、新規就

農研修中の樹園地整備等を支援して

います。

　 新規就農里親支援事業は、就農相

談や里親研修等のソフト的な取組に

特化することとし、本事業は廃止しま

す。

　引き続き、熟練農業者の知識・経験

を活かした就農希望者への支援など

を実施し、就農者の確保・育成に取り

組みます。

今後は、体験型のバスツアー造成

等を支援することにより、長期滞在型

の観光地域づくりを進めます。観光誘客課

FAX : 026-235-7257

kankoshin@pref.nagano.lg.jp

<30年度>

園芸農業所得向上緊急支援事業

廃止

   果樹農家の所得向上を図るため、

新品種の栽培モデル園の設置や、苗

木増産、果樹棚等の整備を支援して

います。

   りんご新品種の栽培モデル園の設

置や、すもも新品種の果樹棚設置等

が進んだため、本事業は廃止します。

   今後は販路拡大支援や品質向上

対策、早期増産体制の整備等に取り

組みます。園芸畜産課

FAX : 026-235-7481

ｅｎｃｈｉｋｕ@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

6

二次交通整備実証運行事業

廃止

　駅と観光地を結ぶバスの実証運行

や、県内を周遊するバスツアーの造

成等を支援しています。

　県内での長期滞在を促進する観点

から施策を重点化するため、本事業

は廃止します。

番号 事　　業　　名

予算額及び

見直し額

（千円）

区分

<見直し年度>

事業内容 見直し内容・理由 今後の方向性

2



H29年度予算額

503,966

H30年度見直し額

30,559

H29年度予算額

196,134

H30年度見直し額

17,856

H29年度予算額

148,649

H30年度見直し額

6,026

H29年度予算額

51,427

H30年度見直し額

111

210,244

縮小

H30年度見直し額

<H30年度>

8,801

H29年度予算額

52,061

H30年度見直し額

3,524

　平成30年度から全ての県立学校の

総務事務を県庁に集約し、人件費を

削減します。

　引き続き、効率的な事務執行に努

めます。

高校教育課

FAX : 026-235-7488

koko@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

　給与・旅費の認定等の総務事務を

個々の県立高等学校で行っていま

す。

17

高等学校における総務事務

縮小

警察本部会計課

FAX : 026-232-1110

police-kaikei@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

　今後、共同調達の状況を踏まえ、対

象地域の拡大を検討します。

　留置業務の適正な管理運営及び被

留置者の適正な処遇を行っていま

す。

　被留置者の食事の調達に、一般競

争入札を順次導入し、食糧費を削減

します。

　引き続き、一般競争入札導入拡大

に向けて検討を進めます。

警察本部会計課

FAX : 026-232-1110

police-kaikei@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

県立学校における灯油入札業務（しごと改革の推進）

15

被留置者食糧費

縮小

コンプライアンス・行政経営課

FAX : 026-235-7030

comp-gyosei@pref.nagano.lg.jp

16

H29年度予算額

  県立学校が個々に入札を行い、暖

房に必要な灯油を調達しています。

　県立学校を地域毎に8～11校のグ

ループに集約の上、単価契約による

共同調達を行い、調達経費を削減し

ます。

　※従来どおりに事務を実施した場合に想定され

る人件費・物件費との差額を含む

教育政策課

FAX : 026-235-7487

kyouiku@pref.nagano.lg.jp

14

交通信号機等ＮＴＴ回線料

　引き続き、電気料など維持管理経

費の削減を図ります。

道路管理課

FAX : 026-235-7369

michikanri@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

13

警察署等における電気の需給契約（高圧業務用電

力）及び料金支払業務

縮小

縮小

　交通の安全と円滑化を確保するた

め、交通管制センターの集中制御に

よる信号機の管理・運用や光ビーコン

による道路情報の収集・提供等を

行っています。

　集中制御が必要ない信号機の切り

離しや、光ビーコン回線の集約化など

により、回線専用料を削減します。

　引き続き、交通量に応じた適切な運

用に努め、経費削減を図ります。

警察本部会計課

FAX : 026-232-1110

police-kaikei@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

　警察署等では、個々に電力会社と

電気の需給契約を締結し、毎月、電

気料金を支払っています。

　警察署等29施設の高圧業務用電力

を一般競争入札により調達し、電気

料金の削減を図るとともに、業務軽減

を進めます。

　引き続き、電力調達コストの削減を

図ります。

見直し内容・理由 今後の方向性

12

道路一般管理費

縮小 　道路照明灯の管理や保守などを

行っています。

　先行実施している中信及び東信地

域でのLED導入実績を踏まえ、平成

30年度中に県下全域の道路照明灯

をLED化します。

　※LEDが導入され電気料削減効果が平準化し

た時点からの年間削減額

番号 事　　業　　名

予算額及び

見直し額

（千円）

区分

<見直し年度>

事業内容

※

※

3



H29年度予算額

3,722

H30年度見直し額

519

H29年度予算額

3,800

H30年度見直し額

3,800

H29年度予算額

9,113

H30年度見直し額

5,480

【歳入の確保】

1

広告付き庁内電子案内板の設置

諸収入 1,814

　北信免許センター、東信免許センター、中南信免許センターにおいて、庁

舎案内と広告枠が一体となった電子案内板を設置する民間事業者から広告

料を徴収します。

警察本部会計課

FAX : 026-232-1110

police-kaikei@pref.nagano.lg.jp

番号 事    業    名 歳入科目

H30年度

効果額

（千円）

見　直　し　内　容

　夏季競技に加え、本県の強みであ

る冬季競技の集中的強化に引き続き

取り組み、トップアスリートの輩出を目

指します。

スポーツ課

FAX : 026-235-7476

sports-ka@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

20

オリンピアン育成支援事業

縮小

　2020年東京オリンピック等に長野県

出身選手が出場できるよう、期待でき

る選手や競技について合宿経費や指

導者の招へい費用などを支援してい

ます。

　2020年東京オリンピック出場予定選

手は国の強化指定選手となり、中央

競技団体による強化が行われること

から、本県における特別支援を終了

し、育成経費を削減します。

19

学力スパイラルアップ事業（県独自学力実態調査）

廃止

　「全国学力・学習状況調査」と県独

自の学力実態調査の結果を基に、学

力定着に向けた授業改善の取組を評

価・分析する仕組みを構築していま

す。

　適切に評価・分析できる仕組みを各

校に広めることができたため、本事業

は廃止します。

　引き続き、授業改善の取組を推進

し、子どもの学力定着の強化を図りま

す。教学指導課

FAX : 026-235-7495

kyogaku@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

18

教育用タブレット端末のリース契約

縮小

　発語がなく他人とのコミュニケーショ

ンが取れない生徒や視覚障害児童生

徒の基礎的な学力の向上と生活支援

のため、タブレット端末を導入し、学

習アプリを活用しています。

　平成25年度から段階的に導入して

きたタブレット端末のリース契約を集

約し、リース料を削減します。

　故障の有無等の状況を見ながら契

約期間を延長することにより、段階的

に契約を一本化します。特別支援教育課

FAX : 026-235-7459

tokubetsu-shien@pref.nagano.lg.jp

<H30年度>

事業内容 見直し内容・理由 今後の方向性番号 事　　業　　名

予算額及び

見直し額

（千円）

区分

<見直し年度>

4


